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米　澤　利　明

１　はじめに

　日本では「ゆとり教育」の反動で「脱ゆとり教育」

が語られ、学校現場にはかつて「知識詰め込み」と評

された教育にシフトする向きもある等、混乱がある。

　それは、ふり返ってみれば『分数のできない大学生』

（岡部慎治他編 1999 年）をはじめ経済学部教員から

「学力低下」を危惧する声が上がり、加えて 2004 年

に経済協力開発機構（OECD）の生徒の学習到達度調

査（PISA2003）や国際教育到達度評価学会（IEA）の

国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2003）の結果

が相次いで発表されて、日本の成績が前回を下回った

ことが明らかにされると、マスメディアをはじめ様々

な分野で一斉に「学力低下」だ、「ゆとり教育のつけが

まわってきた」と大騒ぎとなったことに端を発している。

　「学力」の向上は、従来の暗記を中心とした詰め込

み学習に再び戻したり、授業日数や授業時間を増やす

こと、土曜の授業を再開するというようなことで解決

されるだろうか。

　重要なことは、PISA の調査結果の順位などに振り

回されることなく、今日も明日も学校に学びにくる子

どもたちの確かな成長を保証することである。そのた

めに必要なことは、未来を生きるのに必要な教育を進

めるための教育学と教育実践を持って対処することで

ある。

　そもそも PISA 調査は、従来のような教科の知識の

定着度を測定する、いわゆる「アチーブメント・テスト」

ではない。詳細は後述するが、PISA調査の主要目的は、

思考力や問題解決能力、社会における具体的な問題の

解決に積極的に参画する能力を評価しようとするもの

であり、PISA 調査は極めて実践的でかつ未来志向の

ものである。

　この調査で明らかになった日本の子どもたちの課題

は、知識の量ではなく、知識があっても思考力や活用

力が弱いこと、文字は書けても文章で表現する内容が

乏しいこと、コミュニケーション能力が育成されてい

ないこと、学んだ知識や技能を活用して自分の生き方

に生かせないことなどである。

　日本の子どもの「学力」に対するこの国際的な調査

結果を冷静に真剣に受け止め、改善のための適切な対

応を講じていかなければならない。

　さて、PISA調査において連続して好成績を収めている

フィンランドという国がある。今や教育立国、学力世界

一と評されている国である。そのフィンランドの国家教

育委員会は、PISA調査での好成績について、「PISAの奇

跡〜その背景〜」で次のような11の原因を挙げている１）。

①居住地、性別、経済的状況や母語の如何を問わ

ず、教育への平等の機会、②地方での教育の接近

性、③性差別の皆無、④教育がすべて無償、⑤総

合制で選別をしない基礎教育、⑥行政の支援的柔

軟な管理：全体の中央集権的な助言と地方での実

施、⑦全ての教育段階における協同と仲間意識（助

け合い）：パートナーシップの概念、⑧子どもの

学習、福祉への個人的支援、⑨発達の視点に立っ

た子どもの評価と評定（テストも序列付けも無

い）、⑩高度の専門性を備えた自主性を持った教

員、⑪社会・構成主義的学習概念　　　　　　

　フィンランドと日本は歴史も社会体制も大きく違

う。しかし、比較をしてみると、教育改革として目指

してきたことの方向性には、学力観の捉え直しやテー

マ学習の導入などきわめて近いものがある。フィンラ

ンドは改革が順調にいき、PISA 調査の好成績につな

がり、日本は十分に改革が進まず「学力低下」に陥っ

てしまった。その違いはどこにあるのか。このような

注
１）フィンランド国家教育委員会説明資料 MIRACLE OF PISA　〜 Behind the success 〜
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ことから、フィンランドと比較することで学ぶ点も少

なくないと思われる。

　そこで、本稿では、まずフィンランドの教育改革の

特徴から「世界標準の学力」を確認する。そして、フィ

ンランドとの比較を通して「求められる学力」を明ら

かにし、最後に日本の教育の課題を踏まえ教員養成につ

いて一つの提言をしたいと考える。

２　フィンランドの教育改革と「世界標準の学力」

（１）フィンランドの教育改革

　フィンランドでは、90 年代に深刻な不況が続く中、

1994 年、アホ政権が大胆な教育改革を実行した。こ

の教育改革で目指したことは、「機会の平等」と「個

性の伸長」の両立である。この改革の成果は、フィン

ランドの「国際競争力」の向上や経済の好調に現れ、

また PISA 調査での群を抜いた好成績につながり、世

界各国から注目を集めているわけである。

　フィンランド国家教育委員会によるとフィンランド

の教育の成功の背景には、前述した 11 項目がある。

言い換えれば、これらが教育改革の具体的なポイント

といえるだろう。この中の特徴的なものとして、「行

政の支援的柔軟な管理」「社会・構成主義的学習概念」

「高度の専門性を備えた自主性を持った教員」の三点

を取り上げ、改革を分析してみたい。

（２）行政の支援的柔軟な管理

　行政の支援的柔軟な管理とは、具体的に言えば、学

校現場への大幅な権限委譲である。フィンランドでは、

教育内容や方法の裁量権（解釈運用権）とその責任のほ

ぼすべてを子どもに最も近い学校、教員へ移管した。フィ

ンランドの教育を端的に表したモデルがある。このフィ

ンランド・モデルを、対象的ともいえるイギリスのアン

グロサクソン・モデルと比較してみたい。
○アングロサクソン・モデル

行為のみ自由競争・分権化
行為領域は縮小・不自由

　数値目標

　目標設定

　（経営）

　無責任

点取り競争

実行（作業層）

説明責任

    外部テスト実施

       成果の評価

       （管理）

       無責任

学校など職場（ブラックボックス）

○フィンランド・モデル

行為全体を分権化し現場の領域が拡大

ガイドライン

（変更可能）

案内と支援

現場に自由

　自治体　　　自己目標

　学校　　　　実行

　教員　　　　自己評価

　子ども  （子ども・教員）
　　　　　 自己責任

大学入学

資格試験

（学校の責任と
せず）

と責任　　　　        　　　　　　評価は一部にとどめる

図１：アングロサクソン・モデルとフィンランド・モデル
出典：福田誠治『競争しても学力行き止まり』朝日新聞出
版，2007，p.143 より

　この図１から分かることは、アングロサクソン・モ

デルでは、数値目標によるインプット・アウトプット

の管理が大きいということである。客観的な外部テス

トがあり、成果が数値で評価される。そのため学校現

場では、数値目標に縛られることになる。教育内容の

範囲が限定され、教育方法についてもマニュアル化さ

れやすくなる。

　それに対して、フィンランド・モデルでは、インプッ

トは、ガイドライン的な『国家カリキュラム』２）だ

けである。行政は条件整備等の現場支援にまわり、学

校現場での解釈・運用は自己責任のもとで変更可能に

なっている。また、アウトプットも基本は子ども自身

の自己責任である。そのため、教員の教材選択やカリ

キュラム編成、授業内容、教育方法等極めて自由になっ

たことが分かる。

　フィンランドでは、行政のインプット・アウトプッ

トの管理を小さくし、スループットを重視して、学校

現場での教育力に成果を委ねたのである。

（３）社会・構成主義的学習概念

　学校現場への大幅な権限委譲は、授業を大きく変え

ることになった。教員がカリキュラムを編成し、教材

を選択し、教育方法を工夫する必要が出てきたわけで

ある。これを支えるのが教育学であり、依拠する理論

は「社会・構成主義的学習概念（socio-constructivist 

learning conception）」である。この社会・構成主義

的学習概念というのは極めて高度な概念であると思う

が、フィンランドではどの教育者にも共通に理解され

ているという３）。

２）フィンランド国家教育委員会『総合制学校国家カリキュラム大綱』1994
３）社会・構成主義についての詳細は、k.J. ガーゲン永田素彦他訳『社会構成主義の理論と実践』ナカニシヤ出版2004等参照のこと
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　社会・構成主義的な学習概念とは、1990 年以降に

構成主義に対する批判として起こってきた教育学理論

であり、特徴を簡単に言えば学習とはいつも社会的つ

ながりの中で起きてくるもので、一人で学んでいると

しても社会的な現実が過去と将来の経験を伴うもので

あるという考え方である。

　この社会・構成主義的な考え方によれば、学習は個

人一人の単独行為ではなく、学習者の相互行為によっ

て成り立つ。つまり、子ども同士の教え合いや学び合

いの中で、より充実した知識がつくられていく、とい

うことである。

　この考え方のもと、フィンランドでは、クラス規模

を少人数にし、授業を「伝達型の講義方式」から「テー

マ学習方式」への転換を図った。具体的に言えば、固

定した知識を伝達し、教え込むという授業から子ども

一人ひとりが、小グループの中で、直接教員の指導を

受けつつ、与えられた課題について自ら調べ、討論し、

考え方をまとめてプレゼンテーションするような授業

へと変えたということである。この転換により、子ど

も個人個人が知識を活用し、問題を解決する力の育成

が図られたのである。

（４）高度の専門性を備えた自主性を持った教員

　「社会・構成主義的な学習概念を理解した上で、テー

マ学習方式の授業を効果的に実践できる」という教員

の存在抜きには、学校現場への大幅な権限委譲などで

きない。フィンランドの教育改革の力点が、高度の専

門性を備えた自主性を持った教員の養成及び育成に当

てられたのは当然のことである。

　制度上の改革で言えば、フィンランドでは、修士号

を取得することが義務づけられた。専門性を持った教

員を養成するために、国内で統一的な教員養成制度が

つくられた。教員になるには大学（学部）３年、大学

院（修士）２年が必要である。さらに、５年間のうち、

約半年 20 週間という豊富な教育実習の中で職業人と

しての適性が確かめられる。

　ちなみに、フィンランドにおいて教員は極めて人気

の高い職業である。教員の職業的地位は高く、教員評

価はない。それは教員が、弁護士や医者などと同じに

高い専門性のある職と見なされ、教養があると認めら

れているからである。それゆえ保護者からも社会から

も尊敬されている職業でもある。

　フィンランドから伝えられる教員の仕事は、勤務時

間が短く、自己研修の時間が認められ、帰宅時間も早

い。日本の教員から見れば、うらやましいといえるか

も知れない。しかし、逆に言えば、フィンランドの教

員は、自由ではあるが、自己責任と専門性を常に問わ

れる厳しい職業でもある。

　フィンランドの教員の専門性は、授業で前述した

テーマ学習方式の授業を展開していることに関連して

いる。フィンランドでの教員の仕事は、知識や技能を

伝達するという単純なものとは考えられていない。社

会・構成主義の教育理論のもとに、教え合い学び合う

中で子どもたちの中により充実した知識をつくりあげ

ていくという、誰にでもできることではない複雑なも

のと考えられている。フィンランドの教員の専門性の

「核」はここにあり、誰でもできるマニュアルな仕事

ではない、「専門職」として認められているのである。

フィンランドでは、こうした教師像を「探求的教師」

として育成を図っている。フィンランドの『国家カリ

キュラム』には次のことが明記されている。

カリキュラムの本質的な理解が必要である。なぜな

らば、フィンランドの政策は、教員とは、その分野

では、自分で判断し、『国家カリキュラム』を解釈し、

自己の学校とクラスに適用することができる専門家

と見なしているからである。

（５）フィンランドにおける学力観の拡大と「世界標

準の学力」

　フィンランドの教育改革の背景には、学力観の明ら

かな転換がある。先の図１で示したアングロサクソン・

モデルの学力観は、伝統的な教科の系統的知識・技能

を中心としたものを学力とする考え方である。それに

対して、フィンランド・モデルでの学力観は、教科の

知識・技能に加えて、自ら追究する知識・技能を学力

とする考え方である。端的に言うと、「覚える（知識

を定着させる）」学力観から「考える（知識を創造する）」

学力観への転換である。

　しかし、この「転換」という言い方は適切ではない

かも知れない。「覚える」→「考える」は本来セット

でもあり、どちらのモデルも教科の系統的な知識・技

能を大切にしていることは変わりない。このことから

言えば「転換」ではなく「拡大」と捉える方がより正

しいであろう。
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　この「学力観の拡大」という考え方は、世界的に広

がっている。OECD は、21 世紀では新しい知識・情

報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる

領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す、い

わゆる「知識基盤社会」 （knowledge-based society）

の時代となることを予測し、そうした社会においては、

単に学校で習得する教科の系統的な知識・技能だけで

は不十分であり、それに加えて、知識・技能を生かし

て社会で生きて働く力、生涯にわたって学び続ける力

など未来において役立つことのできるより実践的な能

力が重要であると、「学力観」の大幅な拡大の必要性

を指摘している。

　この新たな実践的な能力はコンピテンシー

（Competency）と呼ばれている。OECD は、これから

の知識基盤社会の時代を担う子どもたちに必要なコン

ピテンシー、すなわち、個人が身につけるべき鍵と

なるコンピテンシーを定義し、確定するために「コ

ンピテンシーの定義と選択：その理論的・概念的基

礎（通称 DeSeCo）」プロジェクトを発足させた。そ

の DeSeCo プロジェクトは、多くの国々の認知科学や

評価の専門家、教育関係者などの協力を得て、次のよ

うな三つの広いカテゴリーにそれぞれコンピテンシー

を定義、選択、分類した４）。

○相互作用的に道具を使用する能力
　A　言語、シンボル、テクストを相互作用的に用いる
　B 　知識や情報を相互作用的に用いる
　C　 技術を相互作用的に用いる
○異質な集団内で相互交流する能力
　A　他人といい関係を作る
　B　協力する。チームで働く
　C　争いを処理し、解決する
○自律的に活動する能力
　A　大きな展望の中で活動する
　B　人生計画や個人的プロジェクトを設計し実行する
　C　自らの権利、利害、限界やニーズを表明する
※省察（上記キー・コンピテンシーをつなぎ止める心

臓として）

　このキー・コンピテンシーこそが、いわば「世界標

準の学力」といえるだろう。別の言い方をすれば、「ア

チーブメント」を重視する狭い学力観から「コンピテ

ンシー」へと世界の学力観は拡大したのである。

　さて、このキー・コンピテンシーを評価可能なもの

に置き換えたものを「リテラシー」と呼ぶ。リテラシー

とは「新しい知識を生み出し、知識に基づいてよく考

え、判断し、仮定する能力として、どの子どもにも身

に付けてほしい基本的な能力」５）である。このリテ

ラシーの具体が①読解力（リーディング・リテラシー）、

②数学的リテラシー、③科学的リテラシー、④問題解

決能力の４つであり、PISA 調査はこの４つのリテラ

シーを測定したものである。

３　日本における求められる学力と教員養成

（１）日本における学力観の拡大と「生きる力」

　日本が新しい学力観のもとに「学力」の枠組みを広

げて、「生きる力」の育成への方向を明確に打ち出し

たのは、1996 年の中央教育審議会「21 世紀を展望

した我が国の教育の在り方について」（第一次答申）

の答申からである。

　この答申では、これからの子どもたちに必要なもの

として「生きる力」の重要性が指摘されている。

「生きる力」とは、

　いかに社会が変化しようとも、自分で課題を見つ

け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、

よりよく問題を解決する資質や能力であり、また、

自らを律しつつ、他人とともに協調し、他人を思い

やる心や感動することなど、豊かな人間性であると

考えた。たくましく生きるための健康や体力が不可

欠であることはいうまでもない。

である。この「生きる力」を学校、家庭、地域が連携

しつつ、社会全体で育成していくことが基本であると

の考えが提言されたのである。

　この考えは、まさに DeSeCo のコンピテンシーの考

え方に極めて近く、まさに先取りであったということが

できるだろう。日本においても、「アチーブメントから

生きる力へ」という学力観の拡大が図られたのである。

　日本が、この「生きる力」へ学力観を拡大したのは、

唐突なことではない。それまでの幾多の答申をはじめ、

議論を積み重ねてきた確実な道筋があったことを忘れ

てはならない。特に、この答申が出されるには２つの

背景があった。一つは、国際化や情報化、価値観の多

４）ﾄﾞﾐﾆｸ ･S･ ﾗｲﾁｪﾝ、ﾛｰﾗ ･H･ ｻﾙｶﾞﾆｯｸ編著立田慶裕監訳『キー・コンピテンシー　国際標準の学力をめざして』明石書店、2006
５）シュライヒャー OECD 指標分析課長講演会「日本の教育が見える」2003.11.25 より
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様化、少子化等の社会変化への対応、もう一つは、教

育課題が山積した学校や子どもたちの荒れた状況の存

在である。何より当時の荒廃した学校教育や子どもた

ちの状況のすさまじさがあった。この答申は、それま

での学校、教育を率直に振り返り、反省し、それを基

にこれからの展望の方向を示したのであった。この考

えから、教科書がなく、教員の裁量を大幅に認めた「総

合的な学習の時間」が新たに創設されたのである。

（２）今、求められる学力

　この流れは、今も明確に引き継がれている。2005

年に出された中央審議会答申「新しい時代の義務教育

を創造する（答申）」においても、引き続き「生きる力」

をはぐくむことが強調されている。

　そして、2008 年、PISA 調査での日本の子どもたち

の課題を受け止めた上で、中央教育審議会答申「改正

教育基本法等を踏まえた学習指導要領改訂」に、学力

の重要な要素として、次の三点が示されたのである。

それは、

　①基礎的・基本的な知識・技能の習得、

　②知識・技能を活用して課題を解決するために要　

　な思考力・判断力・表現力等、

　③学習意欲、　である。

　さらに、2007 年には、学校教育法の第 30 条第２

項においても、

　前項の場合においては、生涯にわたり学習する基

盤が培われるよう、基礎的な知識及び技能を習得さ

せるとともに、これらを活用して課題を解決するた

めに必要な思考力、判断力、表現力その他の能力を

はぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うこと

に、特に意を用いなければならない。

として明記され、法律としても上記の学力が明示され

た。これはOECDの基本スタンスと少しも変わらない。

生きる力をキー・コンピテンシーとすれば、この学力

の３要素はリテラシーに相当すると解釈することがで

きるだろう。今、日本で「求められる学力」とは、ま

さにこの学力をいうのである。

（３）日本の教育の課題

　日本の教育の課題を端的に言えば、前述の「求めら

れる学力」を子どもたちに身に付けさせることであり、

そのための改革を進めることである。

　すでに前述の答申「21 世紀を展望した我が国の教

育の在り方について」の提言には、知識を一方的に教

え込むことになりがちであった教育から、子どもたち

が自ら学び自ら考える教育への転換を目指すことや

「生きる力」を身につけていくためには、子どもたち

一人ひとりが大切にされ、教員や級友と楽しく学びあ

い活動する中で、存在感や自己実現の喜びを実感させ

ること、また、教育内容を基礎・基本に絞り、生き生

きとした学習意欲を高める指導を行って、その確実な

習得に努めるとともに、個性を生かした教育を重視す

ること、また、子どもたちを一つのものさしではなく、

多元的な、多様なものさしで見て、子どもたち一人ひ

とりのよさや可能性を見出し、それを伸ばすという視

点を重視すること、などが提言されていた。これまで

の経過をみると、この答申の重要な提言や指摘は十分実

践されたとは言い難い。改めて「求められる学力」を育

成するための教育を十分に図ること、さらに育成のため

の適切な指導方法を早期に確立していくこと等が当面の

課題であろう。

（４）教員養成の課題と提言

　どんな教育改革であろうと、最終的には子どもに最も

近い学校、教員がカギを握る。その意味では、教育の最

前線にある学校現場にほぼすべての権限を委譲したフィ

ンランドの教育改革は的を射た改革であったと評価でき

るだろう。日本はフィンランド・モデルとアングロサク

ソン・モデルの中間で振れているところであろうか。

　もし、日本ですべての権限が学校現場に委譲された

らどうであろう。「総合的な学習の時間」の導入時に

見せた学校現場の不安や混乱が再現されてしまうかも

知れない。そうならないように、学校現場は、自校の

子どもたちの実態に合った適切な教育ができるよう

に、これまで以上に教育力を持たなければならない。

　前述した、今「求められている学力」には、知識・

技能の他に数値として測定しにくい思考力・判断力・

表現力等や学ぶ意欲が含まれている。その育成には極

めて高度な専門性が必要なことは言うまでもない。

　多様な学習理論の理解とともに、知識伝達型の授業

を進めるための典型的な教育技術による指導だけでな

く、思考・判断・表現等の場面を多く取り入れた授業

を展開できる教育技術を身につけていること等が必要
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になる。

　こうしたことを踏まえると、今、教員の養成につい

て必要なことは、形式的に修士号を取得させることな

どではない。誰からも「専門職」として認められるよ

うな高い専門性を持った教員の養成を目指すことであ

る。

　ここで提言を一つだけしたい。それは大学の養成段

階から、頭でっかちにしないで、理論と実践の学びの

バランスを平等にすること、である。そのために「教

育学や教授学を学ばせる課程」と「実践を学ばせる課

程」を明確に分け、それを担当する教員も分ける。ま

た、附属学校も単なる実習の場とするのではなく、実

践から学ぶ場としてさらに重要な役割を担うように見

直すべきである。いくら専門的な知識があっても実践

の場で発揮できなければ何もならない。養成の段階で、

実践から学ばせるべき内容は多い。頭でっかちにしな

いためには、経験から学ばせることが大事である。こ

れは、フィンランドの教員養成の基本的な考え方でも

ある。

　例えていえば、子どもたちは本来、伸びようとする

力を持っている種である。教員の専門性とは、その力

を存分に伸ばすことができるように、サポートするこ

とである。肥沃な土を作り、ふかふかの土壌を築き、

大切な種を蒔く。そして、日の当て方、水のやり方、

さらには、支柱を立てるなどしながら、種子の成長を

見守り、開花させていくのである。教員に理論的に裏

付けられた確かな実践力があってこそそれが可能にな

り、枯らしてしまっては何もならない。子どもの特性

を見極める目、学びたいと思わせる学習の場の提供、

そして学ぶ楽しさが感じられるような授業を実際にで

きる実践力が大切である。教員養成段階で、教育学に

裏付けられた実践力を身に付けさせなければならない。

４　おわりに

　実践から学び、より専門性を高めていくことが重要

であるのは、もちろん養成段階ばかりではない。教職に

就いた後も、日々研鑽を積むことが必要である。現職

研修の充実と現職での実践からの学びの必要性である。

フィンランドでは養成段階での改革とともに育成段階

でもよりよい授業をつくりだすための研修に力を入れ

ており、教員は公的な研修以外にも自主的に自己啓発の

ためのセミナーに積極的に参加している。専門家として

の自己研修の重要性は日本でも変わらない。

　筆者の勤務する横浜国立大学教育人間科学部附属横

浜中学校でも、保護者の理解と協力のもと、今「求め

られている学力」すなわち「リテラシー」を子どもに

身に付けさせるために、本学部教員との共同で研究を

深め、研究発表会では全国からの参加者とともに専門

性を高める努力をしている６）。

　また、京都市立堀川高等学校は、「総合的な学習の

時間」にヒントを得て、自分で課題を設定し、仮説を

立てて研究を進め、解決にいたる過程を体験させる「探

究基礎」という授業を設置している。子どもに「すべ

ては君の知りたいから始まる」というメッセージを投

げかけ、見事に子どものやる気を育てている。学校全

体で取り組んだこの新たな授業づくりからは、教員の

やる気もまた育ったという７）。今後もこうした研修や

実践からの学びを充実させていくことが求められる。

　さて、未来を拓く子どもたちに、生きる力をしっか

り身に付けさせるためには、もちろん学校や教員だけ

の努力では足りないことは明白である。特に、家庭の

協力は欠かせない。保護者が学校に積極的に協力し、

学校や教員のサポーター、パートナーとして共に支え

合っていくことは、フィンランドのみならず OECD 加

盟国ではごく普通のこと８）、でもあるという。今後は

さらに学校、家庭、地域を越えて子どもたちの成長を

支える人的環境を構築していくことが重要であろう。

６）横浜国立大学教育人間科学部附属横浜中学校編『各教科等における「言語活動の充実」とは何か−カリキュラム・マネジメ
ントに位　置付けたリテラシーの育成−』三省堂、2009 など

７）荒瀬克己京都市立堀川高等学校長インタビューより 2009.7.1
８）中嶋博 OECD 東京センター新春講演会「OECD/PISA、教育大国フィンランドと日本の課題」2005.01.27 より
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